
非価格制御（Non-PriceControl）

（第１部・解説）

第１章序論：研究の理論的背景

J・Kornai／BMartos

１１．研究の源泉と主題

1．研究の性格

われわれの研究は、ハンガリーの科学組織の用語で「基礎理論的研究」といわれ、欧米の

経済学の用語では「純粋理論」とよばれる研究に分類される。
●●●●●●●■●

本書で分析されるのは、抽象的経済システムの諸特性であり、しかもきわめて抽象度の高

いレベルでのそれである。したがって、現実のいくつかの特徴は等閑視され、かなりきつい

単純化想定が設けられている。「制御」という言葉は本書で何回もでてくるが、この著書か

らはハンガリー経済、たとえば１９８５年のそれの「制御システム」に対するいかなる結論も

でてこない。それゆえ、ただちに実際に役立つような経済研究をもっぱら重視する人達が本

書を読めば失望する、ということをあらかじめことわっておかねばならない。しかし、多様

な変形と応用研究とを経て、かなりのタイムラグをもって、最終的には、基礎理論的研究もま

た実際の経済政策を前進させるのに貢献する、とわれわれは確信している。

２．４つの研究方向

本書に収録されている諸研究は、以下の４つの研究活動方向が異花受精して生まれでてき

たものである。

●●●●●●●●●●●●●●､●●●●●●●

．ａ）経済システムの制御メカニズムの数学的模型分析。この方向での最初の試みは新古典

派によっておこなわれた。すなわち、１９世紀におけるCournot（１８３１）やWalras（１８７４）

および２０世紀におけるSamuelson（１９４７）やArrowandDebreu（１９５９）やその追従

者による一般均衡論のルネッサンスがそれである。最近、いく人かの研究者は、経済システ
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ムの制御の数学的モデリングにあたって、新古典派的枠組を完全にあるいは部分的にこわす

ことを試みている。先駆者として重要なのは、Hurwicz（１９６０）、MarschakandRadner

（１９７２）、さらにCIower（１９６５）、Dr8ze（１９７５)､Benassy（１９７４，１９７５）などのい

わゆる「不均衡」論である。

ｂ）動学的レオンチェフーノイマン・モデル〔たとえば、Neumann（１９３８)、Dorfman

-Samuelson-Solow（１９５８ｘＢｒ６ｄｙ（１９６９）参照〕。ａ）の研究方向とは反対に、こ
●● ●●

れはもともとたんなる実物域のモデルであることを企図されたのであって、制御の描写と結

びつけられていなかった。レオンチェフ経済およびノイマン経済の制御の分析にたいする第

１段階は、Sargan（１９５８)、Leontief（１９６１）およびLovell（１９６２）によって踏みし

められた。
●●●●●●●●●●●●●●●●■●●●●●●●●●●●●●●●●●

ｃ）数学的制御理論およびそれと関連し部分的}と重なる最適過程論と動的計画法。これま

でこうした理論は主としてケインズのマクロ経済学や資本理論や成長論を定式化するのに用

いられてきた。〔Tustin（１９５３）、Lange（１９６７）、Dorfman（１９６９）、Radner（1967)、

Ａｒｒｏｗ－Ｋｕｒｚ（１９６８)〕。また、計量経済学的同次方程式系の制御が、制御理論の形式

的用具を用いて研究された〔Ｃhow（１９７２）〕。これと同じ用具はいくつかの動学的計画

問題を研究するのにも利用されている。Kendl-ick（１９７０）がその一例である．しかしなが

ら、数学的制御理論は、経済システムの制御メカニズムを模型分析するためには、ごく例外

的にしか〔たとえばMcFadden（１９６９）〕使われることはなかった。

。）「反均衡の経済学（Anti-Equilibrium)｣。この序論の執筆者の１人であるKornai

が著書〔（１９７１）－以下ＡＥと略記する〕で経済理論と方法論においていくつかの着想

を提起したが、それが本書における諸研究の出発点の１つとなった。（したがって、たとえ

ば次のことが本書の前提となっている。すなわち、経済システムの実物域と制御域とへの分

割、選好順序に関する仮定をともなわないような意思決定者の行動の記述、標準指標(norm）

すなわち非価格的信号による制御、とりわけ在庫信号の特別な役割､,自律的機能メカニズム

（vegitativehmctioning)、さらに慢性的不足や「吸引」に関する諸現象などである)。ＡＥ

はその当時の研究プログラムの概略をのべたものだから、本書がその具体化のどのような段

階に到達したのかが説明されるべきであろう。それゆえ、この序論ではＡＥとここでの仕事

との関連に繰り返し言及される。

ａ比較の方向

上記の４つの方向をとりあげることだけでは、われわれのえた結論とモデルとを相互にそ
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して他のそれらと比較するという課題を果たしていない。この課題は本章ならびに後の諸章

において果たされる。

しかし、本書における比較は、まとまりのあるものではなく、したがってまったく不完全

である。われわれは研究過程において膨大な文献をこなしてきた。われわれの研究と少なく

とも若干の特徴を同じくするいくつかの研究が世界の種々の部分において進められている。

すなわち、たとえば、こうした研究では、われわれと同一の想定を採用するか、同一の疑問

に答えようとするか、もしくは同じ数学的な形式言語を用いている。遅かれ早かれすべての

こうした作業の綜合化が日程にのぼるであろう。われわれ自身何回かこの綜合化・統合化の

課題を果たそうと試みたけれども、いまだに果たすことができない。

しかし、ここで次のことを指摘しておくべきであろう。すなわち、４つの研究方向の異花

受精は有益であるが、きつい制約をももたらすということ、これである。われわれは、一方

においてレオンチェフーノイマン・モデルに関する文献で利用されているきつい諸仮定を、

他方において数学的制御理論で用いられているそれらを同時に採らざるをえない。

さて、ここでまず本書の出発点とわれわれがそこから学びとった教訓とを分析することに

しよう。

1２実物域と制御域の動的機能メカニズム

４実物域と制御域

●●●

われわれは経済システムの機能メカニーズムを動的に描写する。この点において、われわれ

の観点は数理経済学のいくつかの静学モデル、なかんづく標準的な静学的市場理論と区別さ
●●

れる゜ただちに勤学の諸問題に立帰るが、まず帝Ｉ御について語っておかねばならない。

抽象的なレベルにおいてＡＥは経済システムを実物域（Ｒ）と制御域（Ｃ）とに区分した。

実物域には物理的ストックと物理的フローとが存在する。実物域の変量は物的財貨と資源の

ストック、生産、消費、取引高などである。実物域の調整は制御域でおこなわれる。制御域

は反応関数とよばれる明瞭なオペレータを有する。これはシステムの参加者＝意思決定者の
.’）

行動における規則性を記述するものである。制御域の反応関数の人力は、実物;域の観ｉｉｉ''１値と

1）後の諸章において、「行動ルール（behaviouralrule),行動方程式（behavioural
○

equation)」という表現も｢反応関数(responsefanction)」の同義語として用いられる。

－３－



制御域のその他の反応関数の出力である。制御域の反応関数の出力は、実物域に関するデシ

ジョンすなわち実物的過程への干渉、および制御域のその他の反応関数に対する情報の放出

である。

ある分析装置とそれに関連する概念体系との主要な評価規準は、それが利用されうるかど

うか、すなわち操作的かどうかということである。われわれの概念体系はその他の適当なそ

れよりも、分析をより容易かつ便利にさらにより正確にしているだろうか。われわれの模型

体系は上で要約された接近方法と概念的枠組との操作性を証明しているように思える。

第３章で、制御システムの標準形式を論ずるときに、実物域と制御域とのいくつかの数学

的に扱いやすい一般的（標準的）形式にもたどりつく。そこでの形式的枠組は線型経済系を

カバーするにすぎないが、任意の系に容易に一般化することができよう。この形式的枠組に

よって、第９章と第１３章との諸結果の解釈がいかに容易になるかということもみられる

であろう。第１０章では、抽象的経済システムについてのあらゆる仮定が、、実物域と制御域

とへの分割に従っていかに配列されうるかということもみられる。これらの例によってわれ
●●●

われの接近方法と概念装置とが操作的だということが証明されるものと思われる。まﾌﾟt二、多
●●’

くの観点からみて確かに有益だと付言しておこう。
●●●●

実物域を制御域から区分することは規律的な（discipliI】ary)力をもっている。モデルを構

築するとき、この区分によってわれわれは各変量と方程式について実物域の変量と制御域の

それとのどちらを取扱っているのか、そして実物域内の関係と制御域内の関係と２つの領

域の間の関連とのうちどれを記述しているのか、これらを厳密に考えざるをえなくなる。
●●●●●●●

２つの領域へのこうした区分は思考を東リ激する（thought-provoking）ものだということ

もわかる。ある所与の実物域が代替的制御メカニズムによって機能させられうるかどうかを

検討するようにこの区分はわれわれを誘導する。（この点についてはこの序論において、後

でより詳細に論ずる゜）

5．制御域の模型分析

若干の比較をしてみよう。既に１つの古典とみなされているもともとの勤学的ノイマン・

モデルにおいてもそのより新しい改訂版においても、時間的に変化する最適実物経路とそれ

に関連する価格体系さらに割引率があらわれる。この価格体系と割引率について、いくつか

の最適性諸特性を述べることができるし、モデルを用いてこうした諸特性を数学的に証明す

ることもできる。しかし、当該システムそれ自体において、価格体系と割引率はいかなる役
●●●●●●●●●●●●●●●●

割も演じない。この価格体系と割１９|率はシステムの実物域を制御してし､ないのである。ノイ
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マン・モデルはその原形式では実物域のモデルなのであり、そしていうなれば副産物として

最適経路に伴う最適価格と割引率とを所与の規準から生成するのであって、この価格と割引

率をシステムそれ自体にフィードバックさせることはしない。

以上のことが勤学的ノイマン・モデルにあてはまるとするならば、明らかになおさらのこ
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

と静学的ワルラス・モデルについても妥当する。こうしたモデルはすべて制御域を模型化す
●●●●●●●●●

るのに失敗している。真理は、数理経済学Iとおいて制御プロセスそれ自体とその動態とを記

述するモデルをみいだすのは甚だ難かしいということ、これである。しかしわれわれの一群

のモデルは正確にこの側面に力点を置いている。情報（価格であれ、なんらかの非価格的情

報であれ）というものは、実物域のモデルの「副産物」ではなく、制御域の機能メカニズム

ヘの能動的な参加者なのである。

６．時間は止まるか

数理経済学の文献でよく知られており、いまだに制御プロセスを記述するものと思われて

いる特殊なモデルがある。（少なくとも一見したところそう思える。）「再契約（recont,←

acting)」過程として知られるプロセスについて若干考察する｡これは学説史上最初にワルラス

とともに登場した。著名なワルラスの交換立会人は大声で価格をアナウンスする。この価格

にもとづいて売り手と買い手は自己の実物量オファーを思案する。もしそれらが一致しなけ

れば交換立会人は需要が供給を超過するならばより高い価格、逆の場合はより低い価格をと

いうようにして新たな価格をアナウンスする。新たな実物量オファーが形成され、プロセス

は需給が均衡するまで繰り返される。均衡がえられた時、しかしその時のみ実際の購買と販

売とがおこなわれる。しかし均衡に至るまで「時間はストップしたままである」。付けられ

た価格系列および買いと売りとのオファーの系列は、実際の物理的時間の外部で進行する予

備的情報交換プロセスを形成するにすぎない。実際の資源の移転が生ずるのは均衡発見後に

限られる。非均衡価格は、買い手と売り手のオファーを修正するのにのみ役立つのであって、

実効力をもたない。実物域はもっぱら均衡価格によって制御される。

もう１つの例は分解手続きの経済学的解釈である〔Malinvaud（１９７７）、Kornai(1965)〕。

たとえばKornai-Liptdk（１９６５）の手続きでは、イタレーションは中央計Uili当局と部門

計画担当者との間の「対話（dialogue）」だとみなされよう。中央は稀少資源の配分につい

てのオファーを作成し、部門は資源の部門的な限界生産性を報告する。これにもとづいて中

央ははじめの配分を改訂し、部門は再度資源の限界生産性を報告する・・・。しかし、以上

のことはすべて単なる予備的な情報交換プロセスであり、その間「時間はストップしたまま
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である」。最終計画が形成されてはじめて、「時計はスタートする｣。その時、計画は実効

力をもつものとなり、実物域を制御する。

オートメーションの用語を用いると次のようにいえよう。すなわち、ワルラスの交換立会

人あるいはKornai-Liptakの計画当局と部門計画担当者は、「オフ・ライン」を制御する、

と。彼らは暦上の時間の外部で計算する。プロセスの外部で計算した後に彼らはインターフ

ェアーする。（もちろん、その間現実の時間は止まることはないから、実際の状況は計算す

るときに考えられたものと既に異なっているということが起こりうる。）これとは正反対に、

本書のモデルではプロセス内部の「オン・ライン」制御がおこなわれる。実物プロセスと制

御プロセスは、同一の現実的物理的な暦上時間において進行し、相互に作用しあうのである。

「試行錯誤」法で調整される制御も標準値からはずれて動く制御も「均衡点」から乖離する

制御もすべてこれらは実物域に作用するし、その結果の観測は制御域にフィードバックされ
２）

る。

７．国内的主題

実際問題として、われわれの接近法は、ハンガリーの経済メカニズムに関する論争への最

も良心的な参加者によって提示されたものと抽象論の平面ではきわめて近い。この論争で次

の考えが繰り返し叫ばれた。

「良い」価格や「良い」利子率あるいは「良い」利潤分配率がどんなものであるかという
●●●●●●●●●●●●

ことについて語るのはくだらない。というのは、その「良さ」は価格やﾎﾟﾘ子率や利潤分配率
●●●●●●●●●●●●●●●●

ｶｺﾞその枠組内で作動するメカニズムに依存するからである。すなわち制度的体制がどのよう

なものであり、いかなる刺激体系や利子率が働いているか等に依存するからである、と。

われわれのいう「制御域」は、事実上ハンガリーの用語で「経済メカニズム」といわれる

ものの抽象的射影である。問題を取扱いはじめたのがまさしくハンガリーの数理経済学者だ

ということは多分偶然の一致ではないだろう。すなわち国内政策の議論からのインスピレー

ションがここで１つの役割を確かに果たしたに相違ない。

いま述べた具体的なメカニズム論争への最も良心的な参加者と同様に、われわれは、抽象

的システム論の平面において、いかなる価格体系が現実経済の最適機能に「随伴する」かと
●●

いう問題を提起しているのではない。そうではなく、われわれはあれやこれやの調整装置(価

２）１例は、価格メカニズムモデルにおけるいわゆる「虚偽の価格」であろう。均衡価格

ばかりでなく、これもまた買い手と売り手の実際の行為に作用をおよぼす。
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格ないし非価格）がいかに機能しているかということ、そしてそれが勤学的制御プロセスに

実際に参加するときシステムの作動にどのように作用するかを研究する。

看取されうるように、われわれの接近法を「最適価格体系」の追従者および数理経済学の
●●●●●● ３）

いくつかの従来の潮流から区別するのは、答えというよりむしろ問題設定様式である。

1.3．永年勤学対歴史的限定勤学

8．歴史的接近法について

前節でわれわれのモデルが勤学的だということを強調したが、この勤学の限界もまた指摘

しておかねばならない。

１つのシステム（実際のあるいは仮設的なシステム）を叙述する際、その諸特性はわれわ

れにとって所与である。モデルの制御域、すなわちそこで作動する反応関数や行動ルールや
●●●●●●●●●●●●●●●●●

フィードバックや情報類型はすべて所与である。われわれの分析は反応関数それ自体が（そ
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

の従属変数や独立変数ばかりでなく）歴史的に変化するという事実を無視している。あるモ

デルの内部で反応関数は常に所与で不変である。

われわれの接近法は「反歴史的」ではない。逆である。代替的メカニズムを比較すること

によって正確にわれわれは「いつでもどこでも」妥当するルールというものにコミットしな
●●●

い精神を示している。しかし、このことはこうした叙述様式が経済への歴史的接近と両立不
●●●●●

能ではないということを意味するにすぎないのであって､それは後者を包含しない。

われわれの叙述様式は、その限界に注意し、それに普遍的説明力を賦与しなければ、操作

的かつ生産的であると確信している。「制御域」と「実物域」との間の区分は、「土台一上

部構造」や「生産諸カー生産諸関係」という対既念、すなわち一般的に社会の歴史的発展に
●●●●●●

ついてのより広くより深い説明に取って代わるわけではない。前者は、自己の狭い研究範囲

において、後者を補完・具体化するのである。ある社会の生産諸力と生産諸関係および階級

分割や制度や利害や動機などが与えられている（より正確にいうと、それらを所与とみなす）

とき、当該システムはこうした条件のもとでいかに機能するかと問うことは価値がある。

広義の永年勤学（seculardynamics）を狭義の歴史的限定勤学（historicallylimited

３）上記の観点からみると次の仕事はわれわれのそれに近い。すなわちLovell（１９６２)、

やMcFadden（１９６９）の研究およびHahn-Negishi（１９６２）などの「非模策」モデ

ルがそれである』
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dynamics）から区別することができよう。本書の研究は後者の狭義の類型に限定されている。
●●●●●●●

歴史的限定勤学にあっては、制御域は実物域を制御するし、後者は観＃(I'を通じてのみ制御域
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

にフィードバックされる．永年勤学では、実物域の変化が市I|御域を能動的に修正するのであ
り

って、規則性は制御域、すなわち反応関数や情報類型などに現われる。

9．研究プロジェクトの限界

いまひとつ重要な教訓が、上で述べたことから引き出される。「実物域」と「制御域」と

からなる叙述様式は、あらゆる任意の社会的現象を送りこむことができ、そしてその厳密な

叙述を与えるような「経済を説明するためのオートメーション」ではない。経済現象には、

われわれの分析装置を用いると自動的に容易に記述することができるものもある。しかし、

こうした叙述様式の枠組に「フィットしない」経済現象もあるのであって、このような現象

を上記の枠組に無理におしこめるのは無意味であろう。

認識過程は、深部へ深部へと堀り下げていく練習用ドリル（prospectingdrill）に似てい

る。最初の設問は「なぜある経済はそれが現在機能しているような方式で機能しているのか」

である。最初の答えは「なんとなれば、その経済はそれが現在制御されている方式で制御さ

れているからである」となる。そしてこの答えは、多分われわれの分析装置によって逐次的
●●● ●●●

に接近することができよう。しかし、これは最初の設問にたいする最初の答えにすぎない。

次に、第２の設問がくる。「ではなぜ当該経済は現にある方式で制御されており、その他の

方式で制御されていないか。いかなる社会的諸力といかなる歴史過程が今ここにある制御類

型を形成し、別の時点では異なったものを定置するのか」。こうした設問に答えるには異な

った分析装置が必要とされる。次の事実を受け入れよう。すなわち、本書の諸研究は上の第
５）

２段階の設問に答えることはできないし、また意図していないということ、これである。第

２段階の設問にたいする答えがいくら重要であるにせよ、それは本書の域をこえている。

われわれは、制御の理論分析は本書の主題の限界内においてさえ甚だ重要だという事実を

４）カール・マルクス経済大学のセミナーにおける討議が、広義と狭義の２種類の動学の

区別および制御域と実物域との間の関係を再考するのに役立った．特に、当時４年次の

学生であったOttoSchmuckの報告が問題のこうした側面に注意を向けさせた。

５）しかしこの逆もまた真である。政治経済学や社会学や歴史の分析装置は､｢第１段階」

すなわち歴史的に限定された所与のシステムの制御に関する理論的研究において登場す

る特殊な問題を分析するのに不十分である。
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自覚して研究をおこなっている。第１段階の設問にさえ十分な解答を提供できれば満足なの

である（といってもそれをさえいまだに極めて不十分にしかできていないのだが）。第１段

階の設問に十分答えられなければ、第２のより深い段階のそれに関する研究を続けられない

というのではない。逆である。すなわち、より深い問題の最終的な満足的解答は、第１段階

に関する成功的研究の条件ではないのである。科学にも分業がある。われわれはいま第１段

階を探究するのに努力している。より深い段階を研究するという課題は他の人（ないし部分

的にはわれわれ自身－といっても他の著作で）に譲る。

1.4標準による制御

10．標準指標の役割

本書のモデルを一般に実物域を制御する動学的プロセスを記述するものと規定したが、こ

の動学プロセスをより詳しくみることによって制御の諸特性を調べよう。
●●●● ●●●●●●

本書のモデルIと共通する重要な特徴は、すべてそこでは標準指標（norms）による制御が
●●●●●●●●

おこなわれているということである。ある所与の「目標信号（commandsigY1al）」（たとえ

ば、在庫の標準指標や未充足注文残高の標準指標）がある。意思決定者は、システムの実際

の機能状態が標準指標から乖離しているかどうかを観察する。もしそうなら、彼は調整をお

こなう。彼は、システムの機能状態が標準指標によって指示された径路に近づくように制御

変量の値を修正する。

標準指標の社会的役割は、本書第４章においてKornaiが詳論している｡したがって、この

点についてはほんの二、三の考え方を強調し、そして若干の補足的注意をおこなっておくこ

とにする。

この序論のはじめの方で既に本書の源泉をなすとみなされる４つの研究方向を指摘してお

いた。いまこの研究方向を特殊な観点からみることにしよう。われわれの研究路線のきわだ
●●●●●●●●●

った特徴は、この４つの科学的方向の諸結果を統合することによって、標準指標による分権
・・・・・・・・・・・・・・６）
的経済制御のモデルを開発したことにある。回顧してみると、諸源泉の研究はそれらがこれ

まで経済文献において統合されてこなかったことを示すが、この統合はほとんど自明である

ように思える。

６）「分権的（decentralized）」という表現はここでは日常的な意味で用いられるに止ま

る。そのより正確な説明は次節の課題である。
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11．メリットとデメリット

統合によって２種類のメリットをうることが可能となる。１つには、経済メカニズムの理

論を定式化するにあたって数学的制御理論の分析装置を利用することができる。制御理論は

急速に発展しつつある数学分野である。われわれは本書のモデルにこうした制御理論の諸結

果を用いることに努めた。といっても分権的制御の数学的理論それ自体は、比較的に著<未

開発なのであるが。

いま１つのメリットはこうである。すなわち、モデルの経済的諸仮定と経験的背景とに鑑

みると、数学的制御理論による形式論は、ある意味において従来の通常の数学的形式に比べ

て「多くを要請することはない（Iessdemanding）」。分権的制御については、意思決定
７）

者は選択肢の集合について完全な選好順序をもっと仮定する必要はない。標準指標が存在し、

作用しているということだけを仮定するだけでも理論的諸命題を作成することができる。標
●●●●

準指標はデシジョン空間の１点である。この点は容易に観察しえる。というのは、それは実
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

際の行動の統計的平均以外の何物でもないｶﾕらである。（制御対象の性格に応じて、平均は

時間的に一定であったり定期的に移動したりする。）この１点を観測し数値的に記述する方

が、デシジョン集合のすべての許容可能な要素についての選好順序をそうするよりもはるか

に簡単である。この点において、なかんづく本書の一連のモデルは、数学的制御論のいくつ

かのその他の経済学的応用と相違している。後者では、「目標信号」は「平均的」行動を表

現する標準指標ではなく、問題となっている経済量についての「望ましい」あるいは「意図

された」値である。

本書の諸研究において２種類の標準指標が登場する。すなわち、標準在庫指標と未充足注

文残高標準指標がそれである。もちろんこれらは例としてのみ考えられるべきである。標準

指標による制御に関する形式論は、はるかに広い領域における経済の記述にも多くの様々な

諸現象にも適用可能である。なかんづく、標準利潤指標、雇用・操業度標準指標、貨幣残高

標準指標、:名目賃金や実質賃金の上昇の標準指標などが現われるモデルを構築することもで

きよう。

用いられた形式論のメリットを述べたが、二、三の警告も必要である。第１、前節で述べ

た、われわれの研究範囲についての一般的限定がかかる分析装置にもあてはまる。本書のモ

７）「最適化」と「標準指標による制御」とのより完全かつ詳細な比較には一層の分析が

必要であろう｡本書の諸研究はこのような比較をおこなうことはできない。Komai(1971)参照｡
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●●●●●●●●●●●●●●●

ﾃﾞﾉﾚは標準指標がすでに与えられており、システムの機能状態をその標準指標に適応させる
●●●●●●●●●●

フィードバック・ルールも所与であるとき、標準指標による制御ｶｺﾞいかにワークするかを記

述している。しかし、フィードバック・ルールないしその定量的パラメータや標準指標がい

かにしてそしてなぜ発展していくかという問題に答えていない。第４章は、標準指標を詳細

に論じ､｢標準指標形式プロセス」と「所与の標準指標による制御プロセス」とを明瞭に区別

している。これは、前節で紹介された、広義の永年勤学と狭義の歴史的に限定された勤学と

いうより－股的区分の特殊ケースである。前者の接近法は、社会的諸関係・制度・制御反応
●●

関数・パラメーータ（なかんづく、標準指標形成の歴史的プロセス）の発展を研究する。とこ
●●●

ろが、後者は狭義の観点からいかに制御は所与の関係・制度・制御反応関数・パラメーータ(所

与の標準指標を含む）のもとでおこなわれるのかということを研究する。本書の分析では、

もっぱら後者の問題領域が標準指標との関連においてとりあげられる。

つぎの警告はこうである。すなわち、標準指標による制御は普遍的モデルだとみなされて

いないということである。経済制御の他の形式的記述方法も存在する。われわれは別の分析

装置を適用したモデルを用いた仕事もおこなっている。形式的枠組の選択は数学的取扱いの

可能性によって影響をうけるであろう。しかし、いつどのような形式が経済制御の現実性を

最もよく反映しているかという問題は、結局のところ経験の問題である。

ここでは、標準指標による制御原理に従う制御プロセスが実際に多数存在すること、した

がってまたそれらはわれわれの形式的枠組によってかなり満足的に考察されうること、これ

らを述べるに止めよう。本書の研究によって確証されているように、われわれの形式的枠組

は操作的であり、それゆえ理論分析に利用することができる。

最後に、注意さるべきは、「標準状態」や「標準指標による制御」という着想の先駆者は、

経済思想史的にはまさしく英国古典派経済学者とマルクスにまで遡るということ、これであ

る。もちろん、彼らは別の用語を用いた。しかし、特に新古典派理論に比較すれば明瞭なよ

うに、彼らが焦点を定めたのは意思決定者ないしシステム全体にとって何が「最適」かとい

うことではなく、何が「正常」で「社会的に必要」かということ、すなわち社会的に平均的

なものだということである。

最後の注意でわれわれはこうした源泉について簡単にふれておきたかっただけであり、経

済学史上のわれわれの概念のルーツをより詳細に分析することはできない。

1２反応速度と制御境界との間の対応

標準指標による制御の反応関数では、標準指標からの乖離に通常ある係数（factｏｒ）が乗
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ぜられる゜これは、負のフィードバックの「増幅装置（amplification）」である。すなわち、

この係数が大きい程、反応の標準指標からの乖離が「激しく」なり、度合がより大きくなる。

この係数は本書で「制御パラメータ」と一般的にいわれるときもあるが、数学的制御理論か

ら借用した完全に適当とはいえない名前、すなわち反応速度といわれるばあいもある。

第１３章で、Andr生Simonovitsが反応速度と制御変量の制約条件との間の相互関係に

ついて重要なことを述べている。それによると、制御機構のこれら２つの要素間には相互の

対応がある。彼のモデルの諸条件のもとでは、いかなる反応速度にもある制御境界がわりあ

てることができ、逆にいかなる境界も適当に選ばれれば反応速度によって代置することがで

きる。こうした対応が、制約条件付最適値計算におけるラグランジュ乗数法ないし最適過m程

論のハミルトン関数による方法に類似した役割をここでは果たす。

このような類推をほんの少し述べるだけで、少なくとも本書を読む数理経済学者に対して

考え方の若干の本質的な共通性が示唆されることを期待したい。ラグランジュ乗数やハミル

トン関数が新古典派価格理論の数学的模型分析で演ずる中核的役割は、周知のとおりである。

通常、それらを用いて「稀少性」（すなわち制約条件）と価格（すなわち、制御パラメータ）

との間の対応が定式化される。本書の枠内でも、最適化を用いていないけれども、ある種の

そのような対応が登場する。標準指標による制御の場合も、「外部)的Ｊ制約条件と｢内部的」

行動の規則性を記述するパラメータとの間に対応がある、という予感はSimonovitSの定理

によって支持される。

この問題は、より深い分析を必要とする。われわれの印象では、彼の定理によって経済シ

ステム論のより進んだ研究への重要な展望が開かれよう。

1ａ標準状態６標準径路と「長期均衡」

標題の用語法について簡単に注意しておくのが便利であろう。「均衡」というカテゴリー

については多くの議論がある。そこでは、問題となる事態についてのメリットに関する多様

な理論的立脚点が、用語の混乱と混ざりあっている。均衡の広義の解釈は、自然科学にも広

くゆきわたっており、均衡を「定常状態」ないし「標準状態」と同義語で用いている。狭義

の解釈は、主として新古典派経済で採用されており、均衡･をワルラス均衡という特殊な状態
●●●●

と同じにみている。われわれの概念では、抽象的経済システムは標準状態（normalstate）
●●●●

をもっており、動学的には標準径路（normalpath）を有している。標準指標による制御メ

カニズムは、実際の状態が標準指標に対応する状態と相違しているならば、システムを標準

状態ないし標準径路に引き戻すようにさせる。事実上、標準状態はシステムの「長期均衡」
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●●●

と呼んでもかまわないだろう。「ワノレラス均衡」は、標準状態の集合の１つの特定点である、

あるいはその狭い部分集合の１つである。われわれの関心はこの特定点ないし部分集合にと

どまらない。というのは、非ワルラス的標準状態をも分析したいからである。このように、

われわれに関心があるのは、慢性的不足が存在する、すなわちワルラス均衡から絶えずかけ

離れているようなシステムである。（この点については、第１２章参照)。

用語を明確にするために、本書では「標準指標に対応する状態」、「標準状態」、「標準

径路」という用語を用い、広い（「自然科学｣的）意味でとられる「長期均衡」という用語

を用いないようにする。

1.5古典的問題：集権化と分権化

本節では、経済過程の制御パタンを「集権化」と「分権化」によって区別することはあま

り明瞭ないし正確ではない、ということを示すことに努力を傾ける。そのかわりに、新しい

より完全な分類を提案する。われわれはジレンマを解決したというつもりはないし、容易な

らぬ理論的諸困難の克服に大きな躍進をとげたというつもりもない。しかし、少なくとも若

干の新しい着想を既に１０年間にわたって続けられている論争に貢献させることには多分

成功したといえよう。
●●●

問題を古典的だというのは、その問題が政治経済学生誕以来の主要な研究課題の１つだか

らである。ＡｄａｍＳｍｉｔｈは、「見えざる手」の調整的役割について語ったときこの問題に

すでに取り組んでいた。その後も、この同じ問題は､３０年代の社会主義経済についての理論

的・実践的論争の主題であったし､５０年代と７０年代の改革論議においてもそうであった。

しかし、われわれは従来の見方についてただ暗黙的に批判を述べるだけである。すなわち、

ここでの力点は論争ではなく、本書の以下のパーツで用いられているわれわれ自身の分類に

ついての解説におかれている。

１４．組織

既に『反均衡の経済学』で用いられた用語法にしたがって、経済生活における行為者は、
●●

組織（orgamzation）と呼ばれる。組織は、たとえば企業や家計や省であったりする。ど
●●●●■・

の組織も実物単位と制御単位との２つの抽象的単位（abstractunit）から成り立っている、

実物単位は実物的過程の担い手であり、制御単位は制御過程の担い手である。組織は、その
●●●●●

基本的役割が実物的過程を実行することであるならば、実物的組織（rCalorganization）と
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呼ばれる。そのようなものとしては生産企業や家計がある。そのばあい、実物的組織の制御

単位における制御過程の目的は、同じ組織において実物的過程を制御することである。組織

が経済ないしそのある成分の制御過程を誘導することを求められているならば、われわれは
●●●●

制御組織（controlorganization）について語っていることIとなる。そのようなものとして

は、たとえば統計局、計画的、価格局、銀行などがある。これらもまた実物単位と実物的活

動を有している（たとえば紙を購入し電力を消費するなど）が、それは副次的重要性しかも

たない。単純化のために、以下、制御組織の実物的活動を無視する。かくして、制御域は実

物組織の制御単位と制御組織それ自身を包含する。

われわれが作業をすすめている抽象レベルでは、住々にして共通の用語法によると組織で

はないものを「組織」とみなさざるをえない。たとえば「消費者」がそうであるが、これは、

家計と呼ばれる無数の分離した組織の一定の共通した特徴にもとづいている。

15．制御過程の分割、原基的制御過程

８）

さて、比較的単純な（単一ループ）制御回路について、すなわち制御過程それ自体の内部
●●●ロ●●●

にフィードバックのない制御回路を考えてみよう。このばあい、制御過程は並ﾀﾞﾘ的サブプロ
●● ●●●●●●●●●●●●

セス（parallelsub-process）および連続的部分プロセス（consecutivepartialprocess）

から構成される。たとえば、各企業は個々別々に自己の生産物をどのくらい販売するかを観

測するが、これは販売の観測というサブプロセスであって、さらにこのプロセスに生産物の

価格設定という部分的プロセスなどが続く。こうした分類は、第1-1図によって説明される。

プロセスはこの図では４つの部分的プロセス（Ｊ－Ⅳ）から成り立っており、そのうちⅡと

Ⅲがそれぞれ３つのサブプロセスに分割されている。以下では、それ以上サブプロセスにも
●●●●●●●

部分的プロセスにも分割されることのないプロセスはすべて原基的プロセス（elementary
●●

process）といわれる。原基的プロセスは、１つの素子（element）から成る制御装置によ

って営まれる。
●●

どの制御素子の機能でも次の３つの連続的行為（act）がおこなわれる。すなわち

信号受信（情報の受容）

信号変換（および多分信号の記憶）

信号伝達（情報の移転）

８）制御回路とその分割については第３章参照。
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信号の伝達と受信は、グローバルな制御過程内部における同一の行為の２つの側面である。

この行為は異なった制御素子（プロセスの２つの端点を除く）の間でおこなわれ、そこでは

１つの素子が他の素子が伝達するものを受信する。分類をより複雑にしないために、こうし

た行為は信号を伝達する単位の立場からのみ考慮に入れることにする。（この便法により、

グローバルな制御過程の目的、すなわちその始点ではなく実物過程への介入を明瞭に定める

ことができる。）

あらゆるデシジョンが、われわれの用語法では「信号の変換」である。意思決定者は特定

の人力信号（定量的情報と定性的情報）や環境から受信したインパルスや利害によって示さ

れたそれに、出力信号すなわちデシジョンでもって応答する。この伝達された信号によって

意思決定者は自分自身と他の意思決定者のどちらかにたいしてある行為に関する指令を発信

する。御魔のように、意思決定者はここでは入力信号を出力信号に変換する。この関係は逆

転不可能であるが、経済学者が普通用いる用語法では「デシジョン」ということのできない

ような信号変換も存在する。たとえば、効率計算は分計的な情報のより集計的な形態への集

計化という形をとった信号変換である（第７章で議論される)。

さて、原基的プロセスを次の２つの規準によって分類しよう。すなわち

ａ）誰がどのように出力信号を形成するか。

ｂ）どのような組織間で信号の伝達と受信が生起するか。

16Ｌ信号変換の種類

出力信号の生成という点からみると、原基的制御プロセスは次のように区分することがで

きる。すなわち
●●●

孤立的（isolated）：信号は実物組織の制御単位によって生成されるＩ
Ｃ●●●●

相互作用的（interactive）：信号はいくつかの実物組織の制御単位によって結合的に生

成される；
●●●

集権的（centralized）：信号は単一の制御組織によって生成される。
●●●

孤立的な原基的プロセスと相互作用的なそれは、分権的（decentralized）という共通名称
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●●●

で呼ばれ、他方相互作用的な原基的プロセスと集権的なそれは、協調的（coordiI1ated）プ

ロセスといわれる。

しかし、われわれの分類の新しさによって、従来の通常の２分法（集権的一分権的）が上

記の３分法にただちに代置されるわけではない。より重要なのは、信号伝達と関連させて別

の次元によって、信号形成にもとづく分類を補完することである。

17．信号伝達の種類

信号伝達という点からみると、次の２つのカテゴリーに区分される。すなわち
●●●●●●

非相互通信的（non-commlmicative）：信号がその発信組織}ととどまるとき；
●●●●●

相互通信的（communicative）；信号の送信者と受信者とが異なった組織に属するとき。

信号の交通的流れの内部では、別の重要でよくあらわれる亜種を区別すべきである。もし、
●●

ａ）信号の送信者と受信者とが２つの異なった実物的組織であり、ｂ）信号の伝達がある
●●●●●●●

（現実的あるいは潜在的な）実物的プロセス（通常、たとえば注文・値付け・支払U､などの
●●●●●●●

ような生産物の販売ないし購買､すなわち生産物の移転）に関連しているならば、その通信は
●●●●●

取引的通信（transactionalcommumcation）とよばれる。

最後に、グローバルな制御過程の出発点でもう一本糸を縫い合わせておかねばならない。
●● ●●

そこでは、制御過程は観測ないし測定といわれる部分的プロセスを通じて実物的プロセスと

直接的に結びつけられている。あらゆる実物的プロセス（実物的プロセスの信号で外へ出て

いく信号）が、その実物単位において実物的プロセスが営なまれるところの実物的組織の制

御単位によってのみ観測されるケースは、内部的観測・iH'I定（introspectiveobservation，

measurement）とよばれる。われわれが多分スパイや探偵活動について語るときにあた

るその他のケースには独立した名称をつけないことにする。これはそのようなケースは本書

のモデルでは生じないからである。本書では一貫して測定は内部的だと想定される。

読者に上記の分類の有用性をただちに認めることを期待していない。われわれも本研究の

当初からそう認めて出発したわけではなく、後の諸章の諸結果を抽象することによって、何

回かの試みの後に上記の分類の有用性を認めるに至ったのである。

18定義の帰結

上記の諸定義から、簡単な論理的演えきにより次の２つの単純な命題が引き出される。す

なわち
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ａ）どの相互作用的な原基的プロセスも相互通信的である。（もし、いくつかの実物的組

織がともに１つの信号を生成するならば、それらは相互に通信しあわなければならない｡）

ｂ）もし制御プロセスが協調的な原基的プロセスを含むならば、それはまた相互通信的な

原基的プロセスを含む。すなわち、相互の通信なくして協調はない。しかし、ここから

［ａ）のように］、もし原基的プロセスが協調的なら、それは相互通信的でもあるとい

うことにはならない。（逆命題も真ではない。なぜなら、孤立的な原基的プロセスの集

合も相互通信的な原則的プロセスを含みうるからである。）

１９複合的制御過程

命題１８ｂ）は、実際問題として、もはや諸々の単一の原基的プロセスではなく、それらか

ら構成される複合的制御過程に関連している。

もちろん、一定の論理的要請を遵守すれば、その種々のサブプロセスと部分的プロセスと

が上記の分類に応じて様々に分類されるような複合的制御プロセスを樹立することができる。

したがって、形式的には無数といえるほどの組合わせが生み出されうる。しかし、ここでは

若干の典型的な複合的プロセスを記述するにとどめる。

まず、後の諸章の分析で特に重要となる概念を明らかにしておく必要がある。
●●●

複合的制御過程は次の３つの条件が充たされるならば自律的（vegetEltive）といわれる。

ａ）測定の部分的プロセスは内部的である。

ｂ）信号の伝達は、どの原基的プロセスにおいても非相互通信的ないし取引的である。

ｃ）信号の形成は孤立的である。

したがって、システムに制御組織も（実物的諸組織によって結合的に制御される）相互作

用的な原基的プロセスも存在しないならば、目律的制御について語っていることになる。そ

してそこでは相互通信（communication）はないか、あるいは相互に実物的プロセスを通

じて連結されており、それらの相互通信が共通の実物的プロセスにだ゛けかかわっているよう

な実物的組織のペアの間においてのみ相互通信がある。

以下の第２０－２４項では、今後の研究においてもあらわれる５種類の典型的な複合的制

御過程の特徴が示される。これらは集権化の５つの段階を表現する。５段階について語るこ

とはどの程度まで正当化されるか。これまでわれわれが強調してきたのは、「集権化あるい

は分権化」の程度を単一の目盛りで測ることはできないということ、これである。というの

は、測定の副次的ないし主要な集権化や信号伝達や信号の形成（すなわち、本来の意味にお

けるデシジョン）は、さまざまなレベルにおいてリンクされうるからである。複合的ﾌﾟロセ
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スＡが測定ないし信号伝達という点においてより集権的であり、複合的プロセスＢが信号形

成（デシジョン）の点でそうであるというばあい、ＡとＢのどちらがより集権的か、明瞭に

確定することはできない。しかし、以下の調整では、類型間で明瞭な順序付けが確定されう

るような５つの類型に焦点を定める。高次の段階に属する類型は、低次のそれよりも、少な

くとも１つの規準からみてより集権的であり、さらに他の規準に照らしてみてもより集権的

でないということはない。

20．第１段階：自律､的・非相互通信的制御

制御は実物的組織の制御単位によってもっぱら営なまれ（どの原基的制御過程も孤立的で

ある）、実物的組織間に相互通信は存在しない。側)定は内部的である。このような制御は、

第２章（ＫＭモデル）、第５章（ＤＨＳモデル）、第６章（８つのＢＡモデルのうちの４つり

および第１０章（ＫＳ－Ｉモデル）で取り扱われる。

自律的・非相互通信的制御のはあいに、実物的組織間に何らかの連関があるのかどうか、

ないしは全体システムがその要素に単に区分されるだけなのかどうか、という疑問が生ずる。

答えはこうである。そのような連,関|は存在する。なぜなら、実物的諸組織はその実物的活動

を通じて連関しているからである。かくして制御単位がそれ自身の実物単位の中で生起する

実物Ｉ的プロセス（内部的観測）についてしか知織を有していないし、情報を交換することも

ないにもかかわらず、その観測はその他の参加者の実物的活動についての情|報をも含むので

ある。最もよくあらわれる形態は、売り手が買い手の実物的活動ないし購買量を（それを制

御することなく）知っており、そして逆も成立するという形態である．

21．第２段階：自律的・相互通信的制御

この第２段階は、相互に実物的連'関をもつ実物的組織のペアの間に直接的（取引的）相互

通信関係を有するという点で、第１段階と相違する。この制御類型は第６章（ＢＡ）、第７

章（ＭＢ）および第１２章（ＫＳ－２）にみられる。第６，７章では、実物的連関をもつ組

織（買い手と売り手）が相互に価格を通信しあい、第１２章では、注文を通信する。

２２第３段階：相互作用的制御

この種の制御には、いかなる制御組織も存在しないが、いくつかの実物的組織がともにあ
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る種の共通の信号を生みだす原基的プロセスがあらわれる。この信号はいかなる制度的送信

者ももつ必要がない。こうした信号のよい例は、原子的競争のばあいにおける市場価格であ

る。それは多くの行為者による匿名の社会的過程の結果としてあらわれるのであって、誰が

それを設定するかをいうことはできない。こうした解釈は第９章（ＭＢ）のモデルに付与さ

れよう。

２３第４段階：部分的集権制御

この特徴を示すのは、上記の３つの制御類型と対照的にここでは特定の制御過程を宮なむ

ひとつないしいくつかの制御組織があらわれるが、どの制御組織も制御過程全体を支配する

ことはないという事実である。複合的制御過程において実物的組織の制御単位は、本書で吟

味された内部的ケースでは、実物的過程を直接的に観察するという機能を確かに宮なむ。し

かし、その役割は通常これにとどまらない。というのは、実物的組織の制御単位は、その他

の部分的制御プロセスにも参加するからである。部分的制御プロセスがいくつかの制御組織
●●●

の間で分割されるばあいは、多元的（polycentric）制御といわれる。

部分的集権制御において「部分的（partial）」という語句にはいくつかの意味がある。す

なわち

ａ）実物的組織は集中的制御の範囲に属するが、そうでないものもある。（たとえば、集

中的に制御される産'業と相互作用的な農産物市場。）

ｂ）連続的部分プロセスの中には、集権的な部分的プロセス（たとえば集権的価格制御）

であり、かつ孤立的ないし相互作用的な部分的プロセス（たとえば、買い手は購買量を

孤立的に決定する）であるものがある。

ｃ）集中的に制御される信号グループもあれば．そうでない信号グループもある。（たと

えば、義務的生産計画はあるが、販売先は前もって定められていないというばあい。）

上記のリストは完全ではないし、多様な部分的集権的制御が構築されうることは明らかで
９）

ある。たとえば、Lange（１９３８）の古典的社会主義モデルに部分的集権制御がみられるし、

そのような制御は第９章（ＭＢ）においても取り扱う。

９）多元的制御では、組織は通常あるヒエラルヒーシステムの形態をとる。ヒエラルヒー

システムを本書で議論することはない。
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２４第５段階：一元的制御

一元的制御（monocentriccontrol）には、制御過程全体をひとりだけで遂行する（多分

実物的過程の直接的観測を別にして）「超センター（supercenter）」が存在する。この制御

は、理想的な完全集権経済であるが、その数学的モデルは実際にはまだ構築されていない。

分解アルゴリズムを用いて模型化された「計画当局」でさえ、これまでの研究Malinvaud

（１９６７）、Kornai（１９７３）で示されたように、第５段階ではなく、部分的集権制御に属

するのである。

25．諸段階の比較

われわれの論旨によって、読者は制御システムの（集権的制御システムと分権的制御シス

テムヘの）「粗い」分割は不満足なものであり、むしろ不鮮明だということを確信したもの

と思う。こうした「粗い」分割に従うと、たとえば、第１段階と第２段階は分権化されてい

るが、第４段階と第５段階は集権化されているということになる。しかし、まず第１に、第

１段階と第２段階との差異が重要である。第１段階では実物的財を費消しつつ別々に生を営

む個別的諸単位があるが、それらは「おし」である。これに対して、第２段階は質的変化を

あらわす。すなわちわれわれは「声」を聞く。〔これはHirschmann（１９７０）の表現であ

る。〕諸単位は相互通信的関係に入る。実際には、直接的な実物的連関をもつパートナー同

士の間でのみ話合われる。しかし、実物的連関は実物域全体にまたがるから、究極的には相

互の通:信も実物域全体にまで広がる。かくして、システムの諸単位は相互通信的となり、そ

の活動は集中的に制御されてもいないし、協調させられてさえいない。第１段階と第２段階

の「純粋な」モデルを作成したことは、われわれの研究の重要な新しい結果だと考えている。

こうしたモデルはこれまでの文献にはみられなかったものである。

同様に、（「集権化」という表題のもとに）第４段階と第５段階との差異を暖昧にするい

かなる分割も「粗い」分割である。この差異の区分の重要性は、実践的討議からみると周知

のことである。誰もが次の状況においていかに頻繁に問題が生ずるかを知っている。すなわ

ち、種々の機能Ｉｉ的な制御機|関〔計画局、価格局、資材補給局、税務局、中央銀行、税関、労

働当局等）が分離して実物'的プロセスに介入するが、それらの活動は厳格に協調的でないと

いう状況がそれである。しかし、理論はこうした問題領域を扱えるほど進歩していない。第

７章と第９章におけるMartosの結果でさえ、部分的な問題すなわち低段階の制御の比較を

かなり詳細に吟味するにとどまっている。
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しかし、ほとんどの問題の原因となるのは中間の第３段階である相互作用的制御である。

散分的議論（verbalreasomng）では、市場は情報センターとして作動すると通常いわれる。

第９章で看取されるように、実物域が既約（irreducible）である－実際には、実物域は

「分解する（disintegrate）」ことはなく織り合わされている、ということ－ならば、価
●●●●

格形成はシステムのすべての部分からの情報を必要とする。この意味において、市場は包括

的情報センターの役割を果たすということは正当化される。

上空から鳥撤的にモデルにおけるシステムを撮映することのみを望むなら、相互作用的な

市場価格形成プロセスを「ブラックボックス」として描写することもできよう。ボックスの

入力はシステムのすべての部分からの情報である。その出力は支配的価格である。このよう

に価格形成をみるならば、種々のＭＢモデルの内部において、全能の大統領によって指揮さ

れるランゲの価格局を取り扱うか（第４段階）、多くの行為者による非人格的な市場を取り

扱うか（第３段階）は何ら違いがない。これらのモデルでは、ランゲの価格局も非人格的市

場も両者とも「情報センター」として機能するのであって、通信の流れは垂直的だと思われ

る。

「ブラックボックス」の中身には立ち入らないというのが数理経済学の嘆かわしい伝統で

ある。新古典派理論に依拠する標準的市場モデルも、いやしくも価格形式の動態を描写する

かぎり、たとえばArrow-Hurwicz（１９６０）のように、事実上「ブラックボックス」の描

写をおこなっている。そこでは、たとえば、１つの生産物の全市場について集計された、所

与の１つの超過需要関数がある。超過需要のばあい、価格は上昇し、逆のばあいは下落する。

数理経済:学がこうした粗雑な描写を超えて発艘しないかぎり、第３段階と第４、第５段階と
●●●■

の実質的な相違は生じない。それまでは、市場それ自体が情報を収集し統一価格を放出する

「センター」である。

数理経済学は、情報の収集・処理・伝達のプロセスを適切に模型化するに至っていない。

かかる手続きは、確率的過程として描かれるべきだということは確かである。この過程は経

済のさまざまな原子の間で空間的に相互に隣接し、販売・購買という根元事象の系列におい

て時間的に相互に相前後しあう、何百万もの確率的波動を伴なう。こうした過程のトレンド

つまり支配的方向は、その回りに実際の価格が散らばっているところの｢統一的(unifbrm)」

市場価格である。実際問題として、この過程の数学的モデリングははなはだ困難だとは思わ

れない。ただ誰もこれまでこれをおこなわなかっただけである，
●●●●●●●●●●●●、●●●●●●

現実の市場は、段階１，２，３の結合であり、それらが結合してあらわれたものである。

われわれはここから第１段階と第２段階とを「蒸留」することを試みた。しかし、不幸にも

まだ第３段階を取り扱うことができていない。これに対して、新古典派は第３段階を模型化
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したことを装っているが、実際には第４段階により密接に対応するモデルを構成しているの

である。

既述のことから、これからやり遂げねばならない多くの課題が残されていることは明ら

かである。「散文的」文献が「集権的」システムと「分権的」システムとを対比するとき、

実際に意図しているのは、ここで第３段階といわれるもの（相互作用的制'御）と第５段階

（一元的制御）との比較である。不幸にして、これらのうちどれもいまだに厳密なモデルを

もたない。比較に関しては、われわれの研究が前進をとげているのは、第１段階と第２段階

と第４段階を比較することである（主としてMartosそして部分的にIbornai-Simonovits)。

これを超えてさらに、問題それ自体のより鋭利な定式化すなわち集権化の諸段階のより厳密

な区別も､集権化と分権化の諸問題の理論的研究における将来の成功に資するであろう。

２６制御理論の経済的応用におけるその他の傾向との比較

既述の問題領域について語るばあい、数学的制御理論の経済学的応用について別に注意し

ておく必要がある。項目２Ｃ)で述べたように、われわれ自身の活動のずっと以前から、いく

にんかの研究者はこの「現代流行の」数学の科目を用いるという課題に従事してきた。本書

を以前のその他の文献からでてくる傾向と乖離させている最も本質的な側面を簡単にみてみ

よう。
●●●●●●●●●

集計的マクロ経済学の主題に属し、その現代的形態をなすものとして、数学的制御理論の

成長論的および計量経済学的応用がある。これらは、Keynes，KaleckLHarrod，Domar，

TinbergelLIOeinの名前によって太鼓判を押された経済理論の路線上にある。しかし、わ
●●●●●●●●●●●●●●●●●

れわれの目的は数学的制御理論の形式体系を用いて、多数の行為者による分:計的で部分的lと
●●●●●●●●●●●● ’0）

分権化された制御プロセスを説明することである。別言すれば、われわれの主題は、ミクロ

経済学の範囲内にあるといってよいだろう。われわれは、ワルラスー股均衡論をより現実的

なものによって代置するために、ｎ人の参加者から成る経済システム論を定式化するという

方向において前進することを望んでいる。

１０）当然、こうした取扱いによって問題の数学的分析は極めて困難になる｡従来、数学的

制御理論は主として集権的制御を検討してきたが、多分その主な応用分野が工学であ

ったためであろう。制御は通常工学では単一のロケーションから遂行される。これに

対して、分権的制御の数理はいまなお幼年期にある。したがってほとんど既製の定理

を適用することができない。
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この相違がみられるのは、たとえばモデルの規定的変数の表現である。他学派の著作では

総投資や経済全体のあてはまる割引率のような諸量が「制御」される。ところが本書の接近

法では、自己の生産や購買や販売などを分離して制御する多くの実物的組織がある。

ハンガリーの経.済論争の用語法を用いてこの相違を説明することもできる。他学派は理論

的平面において問題と取り組むが、その問題は、たとえば消費と投資の相対比率や成長の率

とそのパタンなどの､ここで「経済政策｣問題と呼ばれるものである。他方、われわれが抽象的レ

ベルで議論するのは､ハンガリーの経済｢メカニズム」についての論争で生起した問題である。

これに関連して、いま1つの区別がある。成長論や計量経済学への応用は、最終的には国
●●●

民経済のプロポーション}とついて数量的（numerical）結論を引き出すことのできる特定の
●●●

経済原理を樹立することを目的としている。本書の諸結果は、むしろ本質的|と定性的である。
●●●

定量化されたことを主張したいわけではなく、ただ単に種々のメカニズムの諸特性を記述す

るにすぎない。
’1）

いま述べたことから、これらが相補的な研究方向だということは明らかである。

１６．信号の内容区分：在庫・注文・価格

①●

前節で議論したのは制御の集権度とその枠内での信号体系であった。ここでは信号の内容
●●

区分（contents）の研究に進む。

2m在庫信号

●●

数理経済学は、何十年もの間、特に相互作用的制御を記述する際、価格信号の役害Ｉに関心
●●●

を集中してきた。最近では、何らかの非価格（non-price）的通信も登場するようなモデル

も構築されているが、それはもっぱら集権的システムを記述するものである。ここで、以下

のようにモデルを分類することができる。レオンチェフの形式的手続きを用いて計画バラン

ス達成プロセスを記述するMontias（１９６２）のモデル、資源の集中的徴配分を取り扱ってい

る既述のKornai-Liptak（１９６５）のモデル、さらに集中的配分についてのManove(1973）

のモデル。非価格信号は「不均衡」学派のモデルにおいてもその役割をみいだしている。〔た

とえばＤｒ６ｚｅ（１９７５）、Benassy（１９７４，１９７５）をみよ。〕

１１）しかし、先に指摘したように本書の方向に密接に関連する研究分野もある。この文

脈において、Lovell（１９６２）とMcFadden（１９６９）の著作をとりあげたのである。
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●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

従来の文献で無視されてきたのは、もっぱら非価格的信号体系にのみ依拠すると同時に分
●●●●●●●●●●●●● ●●●●

権的な制御メカニズムの記述である。この種のメカニズムはKorrlai-Martosの在庫信号

（stocksigna1）による自律的制御モデル（第２章）に登場する。同様に、Dancs-Hunyadi

-Siv且ｋのモデルは在庫信号に依拠しているし（第５章）、Br6dyモデルのうちの４つ（第

６章）とKornai-Simonovitsモデル（第１０章）もそうである｡ともにこれらは、多様なモ

デルを相互にそして他のものと比較することによって、多くの点で在庫信号による制御に光

を投じている。Kornai-Martosモデルはより一層の研究と比較との１つの出発点となっ

たが、それは在庫信号によって作動する経済が自律的・非相互通信的制御によっても存続可

能（viable）だということをはじめて明らかにしたものである。すでにそこで、１つの比較

が在庫水準の制御の役割対在庫における変化のそれということに関しておこなわれている。後

者の問題はBr6dyによってさらに分析されているが、Dancs，Hunyadi,SiVakは物理学と

の類推を用いて研究を深めている。こうした研究の両者で重要な役割を果たしているのは、

（ラグを伴なわない）連続的作動モデルと（タイムラグを伴なう）間欠的作動モデルとの比

較である。動'的システムの作動諸特性が、タイムラグのシステムヘの導入によって質的に修

正される、ということは周知'の事実である．個々の実物的プロセスと制御プロセスとに関し

て懐任期間を考慮すると、経済の現実をよりよく反映させることができるということも同じ

く明らかである。いくつかの疑問にはより進んだ研究が必要である。Dancs，Hunyadi，

SivﾖkとBr6dyの諸結果によって、諸在庫信号モデルの作動にはラグの存在と不在とに応じ

て多くの相違があることが既に示されている。

KornaiとSimonovitsも第１０章で在庫信号によるモデルを議論しているが、これは先の

モデルと多くの点で異なっている。Kornai-Simonovitsモデル1つの特異性は、先のモデ

ルではレオンチェフ型経常投入行列Ａしかあらわれないのに、そこでは技術的に必要なレオ

ンチェフ型、資本係数行列Ｂも登場するということにある。先のモデルでは汪庫の絶対量が

標準指標として指定されなければならなかった。他方、第１０章では、在庫一産出比率が、

（何カ月の在庫が標準的とみなされうるか）特定化される必要があるが、これは経済学的に

容易に解釈しうる。したがってＫＳモデルでは標準在庫指標値は時間的に一定ではなく標準

径路にそって動く。

「在庫」の解釈についてのいま１つの注意。実際には、生産に直接的かつ連続的に投入さ
●●

れる「資材」（原材料と半製品）から成る流動資本と除々にしか摩滅しない耐久機械・設備
●●

・建築物から成る固定資本との間には１つの根本的な相違がある。われわれはこの相違を無

視せざるをえなかった。このために本書のモデルの経済的内容が貧しくなったことは疑いえ

ない。しかし、この点ではより現実的なモデルを開発するまで、固定資本と流動資本の両者
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’2）

の「代表者」とモデルにあらわれる「在1庫」をみなすことにする。在庫の標準的なそれと比

べた大小は物的汪庫の標準指標からの乖離を示すだけではなく固定資本の操業度の標準的な

それと比べた大小をも示している。在庫信号についてここで述べたすべてのことが、より進

んだ研究によって、意思決定者が固定資本とその他の資源の利用度とについての信号を受信

するようにまで拡張されうるものと考えている。

2８注文信号

●●●●

次の研究分野は注文信号についての研究である。これはKorllaiとSimonOvitsによって

第１２章で議論されている。ある意味で、このメカニズムは先の在庫信号システムと相反的

（reciprocal）である。

先のモデルの産出物在庫とここでのモデルの未充足注文残高とを比較しよう。前者が未販

売の供給の蓄積量を意味するとすれば、後者は、充たされていない需要の蓄積量である。正

の産出物在庫のばあい、売り手は買い手を待つ。正の未充足注文残高があれば、買い手が売

り手を待つ。かくして、注文残高はまさしく「負の在庫」とみなされよう。

同時に銘記されるべきは、産出物圧庫が実数値変数であり、有形の物理的実在性をもつの

に対して、注文残高は制御変数であり、情報のみを伝送する非有形量だということ、これで

ある。産出物在庫信号にもとづくメカニズムは「おし」であるが、注文残高にもとづくメカ

ニズムは「声が大きい」。前者は非相互通信的であり、後者は相互通信的である。

２種類のメカニズムの出現にはいくつかの説明が可能であるが、ここでは２つの理由を強調し

ておく。１つは､生産物の技術と利用度に関連している。たとえば、ねり歯みがきないし煙草を注

文にもとづいて生産することは一般的ではないが．船が在庫用に生産されるのは典型的でない。

もう一つの説明要因は市場の一般的状態に関連している｡｢圧力｣状態(買い手市場)では､在

庫信号によるメカニズムに好都合な条件が生みだされるし､他方｢吸入｣状態(売り手市場）で

は注文信号によるメカニズムに適合する条件が生みだされる。しかし、「圧力」と圧庫信号

との間ないし「吸入」と注文信号との間の自動的結合について語るのは誤りであろう。

注文信号による経済は、どの経済部門もワルラス均衡から絶えずかけはなれていて、慢性
’3）

的不足経済を抽象的に描いたものとみなすことができる。かかる経済でさえ、分権的適応過

１２）この着想はAndrAsBr6dyによって提唱された。

１３）こうした分野の問題はKornaiの著書（ｌ９８０ａｂ）すなわち『不足の経済学』およ

び論文Kornai（１９７８Ｊ９７９）およびKornai-Weibull（１９７８a,ｂ）において詳し

く議論されている。
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程が起こりうる。「不足」（このばあい未充足注文残高によって信号表示される）が標準値

より大きければ、生産の増加が加速され、逆に「不足」が標準値より小さければ、資源がひ

きあげられる。

２種類の制御メカニズムないし２種類の信号は相互に相反的だとみなすことができるが、
●●●●●●

本書のモデルで示されているよう|と、実物域の仮設的諸特性が所与とすれば、両者とも経済
●●●■●●●●●●●。●ｃ●●●。●●●●。●●●●●●●●●●●●●●。●●の

の実物的プロセスを自律的Iと、すなわち非協調的デシジョンによって制御することができる。

29．在庫信号と価格信号

在庫信号を採用しているメカニズムと価格信号を利用しているメカニズムとの比較は、

Br6dyによって第６章で､そしてMartosによって第７，９章でおこなわれている。彼らのメ

カニズムにおける価格形成とよく似ているのは、Samuelson（１９４７）の周知の動学的'価格

公式である。Sannelsonにとって価格の時間的変化等は超過需要の関数である。しかし、彼

は超過需要量が市場参加者によっていかにして決定されるのか、ないし推定されるのかとい

うことを明らかにしていない。本書では、こうした考え方は操作的な形式で示される。「不

足一余剰」の動態は、実際の産出物在庫その標準指標との乖離によって信号表示される。こ

れとは別に、価格の変化は産出物在庫の時間的変化にも依存する。価格変化の結果として、

生産者が計算する付加価値も変化する。このことが今度は生産それ自体を調整するように生

産者を仕向ける。

なるほどBr6dyやMartosのモデルでは､価格体系は価格に期待する機能のうち若干の機能

しかもたない。価格体系の役割はもっぱら信号表示すなわち情報供給に限られており、所得

分配には関与しない。生産的諸単位はデシジョンにおいて価格を考慮に入れるが、モデルに

は、この価格での収入と支出の測定を必要とする能動的マネーフローが存在しない。

3Ｕ経済理論における非価格制御の位遍

次のような簡単な理論的定式化が、長い間、経済学論争の重要な部分を占めてきた。

制御は資本主義経済においては価格信号にもとづいて分権的におこなわれる。これに対し

て、社会主義経済では制御は非価格的な「数量（quantitative)」信号によって集権的におこ

なわれる。

本書は、分権的非価格制御を研究の中心にすえることによって、こうした単純な対称性

（duality)を「突破している」。それでは、本書の主題は資本主義経済および社会主義経済

の実際の経験的に観測可能な制御といかにかかわっているのであろうか。
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詳細な分析によってすでに何度も指摘されたことだが、上記の単純な定式化のそれぞれの

個別的部分は不正確である。次に各部分を吟味しよう。

価格信号が資本主義経済においてはなはだ重要であるとしても、非価格信号もまた大きな

役割を果たす。今日、Keynesの最も重要な理論的成果の１つは彼が資本主義経済の制御過

程における非価格的一「数量的」－－適応を強調したことだと信ずる経済学者が増えている

〔Leijonhufvud（１９６８）をみよ〕。こうしたプロセスの１つの部分は、資本主義国家の経

済活動への作用が絶えず強まっているから、集権的である。しかしもう１つの部分は分権的

である。資本主義企業は、在庫の増減、設備利用度の増減、雇用・失業の変化、注文残高の

増減などの非価格信号に直接的に反応し、そしてこれらすべての変量の実際の値の標準指標

からの乖離に直接的に反応する。

こうした「数量的適応」はすでに多くの経済学者によって時には数学的モデルさえ用いて
●●●●●●

記述されてきたが、それはいつもマクロレベルでおこなわれてきた〔たとえば、Barro-

Grossman（１９７１，１９７４）、Malinvaud（１９７７）をみよ〕・本書の諸モデルによって、多分

はじめてミクロレベルにおいてｎ人の参加者と分権的なデシジョンと情報とを有する経済シ

ステムの「数量的適応」が説明される。

社会主義経済に関しては、非価格信号が重要な役割を－－特に企業領域では－有すると

いうことを誰もこれまで疑うことはなかった。しかし、非価格信号はほとんどもっぱら中央

計画指令形態をとると長い間広く信じられてきた。ここで中央計画指令というのは、下級の

制御組織そして最終的には企業に対する産出目標と投入割当に関する強制的命令である。計

画指令の策定は、生産資源と投入必要量とについての情報にもとづいていた。すべてこれら

の信号は実際重要な役割を有している。しかし、さらにわれわれは自律的プロセス、すなわ

ち企業が自己保有在庫と直接的に受けた注文とに反応するような企業の分権的適応もみいだ

している。経済の制御と管理の改革が分権的制御の役割を一層向上させた。

改革前は特に、しかし実際にはその後も企業は相対価格に敏感に反応しない。企業活動は

ミクロ経済理論により、周知の予算制約形式によって厳格に制約されていない〔Kornai

（１９７８，１９８０ａ）をみよ〕･在庫信号ないし注文信号によるモデルでは、価格は何の役割

ももたないし、第７，９章でみられるMartosモデルでは､価格信号はあるが予算制約はない。

こうしたモデルは社会主義諸国における実際の企業行動に適切に照応している。

われわれは上で強調した本書の特色が理論的にみてきわめて特徴的かつ重要だと考えたの
●●●●●

で、本書の.タイトルを非価格制御（non-pricecontrol）としたのである。
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１７．不確実'性の役割

経済学はよく「不確実性（uncertainty)」に言及する。しかし、これは多くの異なった種

類の諸現象を包括する暖昧な一般的概念である。特定の出力によって特定の人力に反応する

意思決定者を考えてみよう。

31．入力信号の不確実性

●●●●●●●●●●●●●●●

不確実性の主要類型の１つは、意思決定者の「情報入力」の非信頼性である。この類型も
●●

いくつかのパリアントをもっている。たとえば、過去に起こったある事件を考えてみよう。

この事件はすでに生起したのだから、実際には全く明瞭に記述されうるはずである。しかし、

この事件を記述するニュースは不正確であり、無作為ないし作為的に歪められている。そし

て意思決定者は事件それ自体よりもむしろ事件のニュースによってもっぱら影響をうける。
●●

もう１つの例は、意思決定者の反応が将来についての期待に依存するというものである。

この反応はまだ起こっていない事件に関連するから、必然的に不確定であり、予言的性格を

もっている。

この類型の不確実性の第３のバリアントはVirAg（１９７１）のＩ論文で取り扱かわれた。彼女

は外生的変蛍の値についての不確実性がシステムの存続可能性の確率にどの程度まで影響を

及ぼすかを吟味した。たとえば、ＫＭ－ｌモデルでは、存続可能性条件は外部効果、このば

あいは消費にまったく存在する。

以上３種類の人力不確実性は本書では取り吸わない。

３２信号変換の不確実性

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

もう１つの主要な不確実性の類型は、行動ルーールそれ自体の確率的構成成分に由来する。

数'学的経済モデルで想定されるルールがどのような形態をとろうと、実際に厳格にそれを守

ることは不可能である。あるルールが:平均的に守られるとしても、そのそれぞれの具体的な

実施は、厳密に正規的な平均的行動からのランダムな偏俺をこうむる。

この第２の類型の不確|実性は、第１１章すなわちKapitanyの研究で議|論される。彼女の

モデルの行動ルールはKornaiとSimonovitsの在庫信号モデル（第１０章)のそれと類似し

た構造をもっている。しかし、後者ではこのルールが厳格に守られるのに対して、Kapitdny

モデルでは確率的偏碕が起こる。ルールは、一連の行為の平均として、傾向として貫かれる。

－２８－



●●●

ＡＥは経済システムでは確率的（sto(〕hastic）反応関数が作動しているという事実に注意を

喚起している。Kapitanyモデルはこれを1つの単純な形で定式化するのに成功している｡こ

のことは、数理経済学が-－いやしくも非確定的モデルを議論するならば－通常不確実性
’４）

の第１の類型（人力不確実性ないし情報不確実性）を記述していることを想起すると、なお

さら一層注記に値する。

われわれの研究が示しているように、在庫信号メカニズムは、意思決定者が「選巡する」、

すなわち彼の反応関数が確率要因を含むときでさえ基本的な制御機能を果たすことが

できる。もちろん、そのような条件のもとでは、システムの存続可能性は保証されえないが

それについて確率論的に述べることはできる。予想通り、制御は反応関数の波動が小さけれ

ば小さい程高い確率をもってシステムの存続可能性を保証することができる。加うるに、制

御はバッファー在庫の標準指標がその臨界値に近ければ近い程信頼性をます゜

第１０章でKornaiとSimonovitsが、数学的に証明された定理を用いて示しているよう
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●-8●●●●●●●●●●●

に、意思決定ルール（反応関数）が確率的でないモデルでは、標準バッファー在庫指標が大
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

きくなればシステムの実物的成長はよりのろくなる。Kapitanyはこの命題の数学的|と証明
●●●●●●●●●●●●●●●●

されていない残りの半分を確かめている。すなわち、意思決定ルーールに確率要因があれば、
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●■●●●

ある限界にいたるまでは標準バッファー在庫指標が大きければ大きい程実物域の存続可能性
●●●●●●●

の尤度は高まる。最適在庫に関するオペレーションズ・リサーチのモデルによりこうした相

関関係はすでは明瞭に示されているか、しかしそれは単一の単位（たとえば１つの企業）の

ばあいにたいしてだけである。Komai-Simonovitsの研究およびKapitAnyモデルの諸命

題は、こうした周知の相関関係をｎ個の部門と多くの参加者とをもつ相互依存的な経済シス

テムにまで拡張している。われわれの知るかぎり、この種の拡張は従来文献にみられなかっ

たものである。

Kapitanyによる研究は、彼女の研究に先行するわれわれのそれには生じなかったところ

のより進んだ興味深い論点に注意を喚起している。彼女は次のような相関関係を明らかにし

ている。すなわち、「バッファー在庫が大きい程作動の安全性は高まる」ということは必ず

しもいえない、というのがそれである。ある限界を超えて標準在庫指標をさらに引き上げて

も、システムの安全性はもはや高まることはないし、低くなることさえありうる。というの

１４）最近、意思決定者の選好が確率的であることを許容するモデルもあらわれた〔HiI-

denbraud（１９７１）〕。これはチームの理論〔Marshak-Radner（１９７２）〕のモデルと

同様、Kapitdnyモデルに関連しているが、彼女は意思決定者の選好順序をまったく仮

定することなく、意思決定者が反応関数をもっととのみを仮定しているという相違がある。
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は、標準指標を高めるとシステムに問題が惹き起こされるようになるし、在庫形成が過大な

利用可能'生産物をその直接的利用から遊離させるからである。

33Ｌ方法論的注意、シミュレーション方式

少し本題から離れてここでわれわれの研究の方法論について二、三注意しておきたい。本
●●●●

書の研究は主として演えき的性格のものである。所与の仮定から命題が展開され、その正し

さは数学的に証明される。KapitAnyの研究だけが代替的手続きを踏襲している。在庫信号

によるＫＳモデルを確率化したばあい、それについての厳密な定理を証明しうるような利用
●●●

可能数学装置は存圧しないと考えられる。それゆえ、演えき的証明のかわりに特種なシミュ
●●●●●

レーションカゴ問題を分析するために用いられた。

このはあいシミュレーションは具体的な経済システムの作動（たとえばハンガリーのそわ

を再生する必要はない。われわれが研究しているのは抽象システムであり、シミュレーショ

ンはそのようなシステムの機能メカニズムを例解するための、多かれ少なかれ任意的な「数

値例」にすぎない。

コンピュータによるシミュレーションはまずはじめに形式的に証明された定理をまず再生

しなければならなかった（そして再生した)。システムは、定理によって主張された通りに

厳格に機能した（意思決定者が厳密にルールに従うものと仮定する）。これを十分に確かめ
●●●

てから、われわれはシステムを「撹乱した」。意思決定者カゴルールを厳守しないで、彼らの

デシジョンが厳格なルールの周辺をランダムに変動する状況をシミュレートした。これを様

々なランダム数列と初期データとを用いて何度も繰り返した。一連の実験計算は、システム
●●●●

の無限といえるほど多くある可能な動きのサンプルとみなされ、システムの諸特性に関する

結論がこのサンプルから引き出された。

実際、こうした結論はかなりの留保をもって受け入れなければならないが、実験のシリー

ズが相対的に短かくサンプルも相対的に小さければなおのことそうである。しかし結果の分

析は依然として極めて有用である。さらに、手続きそれ自体が非常に有望なものであるから、

将来別の領域で利用されるかも知れない。手続きの本質はこうである。われわれは、抽象的

システムの機能メカニズムについて形式的に証明された定理を知っているが、それは極めて
●●●●●●●●●●●●●●□●●●●●

特殊な条件のもとで妥当なものである。次に、システムカゴもとの定理で想定された状況と類
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●□●●●●●●●●●●●●●

似しているがそれほど極端でも特殊でもない状況のもとでいかに振舞うかということを「実

験的に」検討するためにコンピュータ・シミュレーションを利用する。換言すると、形式的

に証明された定理がそのオリジナルな形式ではもはや妥当しないが、システムの振舞いは定
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’5）

理で描写されたものと類似性を保っているような条件のもとでということである。

１８．制御の限定と比較

３４．規範的結論の制御

まず制御の限定について消極的に注意しておく必要がある。すなわち、われわれは規範論

を作り上げることを目的としていない、というのがそれである。本書のモデルは経済システ

ムの機能メカニズムをその完全な多様性すなわち広大な多様性において説明するものではな

く、そこから他の重要な諸特性を捨象してそのあれこれの特徴を意図的な一面性をもって強

調している。われわれは、これまでの著作において、経済政策的結論をたとえば完全競争数

理モデルから直接的に演えきすることに反対してきた。したがって、非価格制御に関して同

様に無責任な「実践的」結論に到達することは、われわれの意図するところではない。

分析された代替物のうちでどの制御メカニズムが「より良い」ものであり「より悪い」も

のであるかを決める根拠はないと考えられる。明瞭な評価をおこなうことができるように判

定・評価規準を勝手に選んだとしても、「純粋理論」の目的のために作成された抽象システ

ムを順位付けているにすぎないのであって、現実に観'H'1可能な代替的メカニズムをlllii位付て

いることにはならないのである。実際問題として、現実の経済システムの重要なメリットと

デメリットが本書のモデルで無視された渚特性において精確にあらわれるということは容易

に起こりうる。

われわれは現実の経済システムが実際にいかに機能しているかということを理解するのに
●●●●●●●

役立つ記述説明的理論を作り上げることに本書が貢献できればと願っている。経済システム

の機能メカニズムについて理論的に従来十分に明確にされてこなかった諸側面に光を投じる

ことによって、こうした理解を促進させたいのである。

35．若干の規準

かくして、われわれは、最終的価値判断をすることなく、分析対象であるシステムの若干

１５）ここで述べたことは、もちろん、あらゆる種類のシミュレーションに共通してつき

まとうものではなく、われわれがおこなった特殊なシミュレーションだ､けにあてはま

るものである。
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の重要特性を確立することに努力する。完全性に訴たえることなく、ここではこれまで最も

注目を集めてきた諸特性を挙げる。

ａ）システムは存続可能（viable)。現実の経済は「作動している」し、機能している。

存続可能性規準を適用するとき、われわれはまずもってモデルそれ自体をチェックする。

モデルは少なくとも「生きている」という程度において現実を反映することができるの

であろうか。しかしより以上のことが求められる。あるモデルの実物域が構成され、特

定の明瞭な制御域がそれに割当てられるとき、存続可能性という主張は、この制御メカ

ニズムが特定条件下で特定の制御機能を営為することが可能だということを意味する。

後者の問題を明らかにすることは、実際、本書の研究全体の主要な目的の１つである。

それは、あれこれの制御メカニズムの能力の程度、すなわちいかなる機能を制御メカニズ

ムが果たすことができるのか、またできないのか、を発見することである。

ｂ)安定性(stability)の吟味は存続可能性に密接に関連している?)安定性に関連してい
るのは経済の機能状態の「滑らかさ」やその波動そして多分循環的運動である。こうし

たことはまもなく詳細に取り扱われるが、ここでの脈絡ではいまそれについて箇条書の

１つとして述べておく必要がある。

ｃ）システムの適応（adaptive）特性はどうか。システムは変化に「厳格に｣｢集約的に」

反応するか、それともゆとりをもって反応するか。システムはゆっくりと適応するか、

それとも急速に適応するか。システムは標準径路（そういうものがあるとすれば）に単

調に近づくのか、それとも一連の振動を通じて近接するのか、そしてどのくらいの速度

で接近するのか。制御はどれほどの信頼性をもつか。意思決定者が不確実性を経験する

とき、システムはどのように振舞うのか。

ｄ）システムは成長する（ｇrow）ことができるか。できるとすれば、その実物成長率は

制御メカニズムの諸特性といかに関連しているのか。

ｅ）観測と測定および情報フロー（信号伝達）とデシジョン（信号形成）は、どの程度集

権化ないし分権化されているのか。どのぐらいの情報量をシステムは必要とし、生成す

るのか。

ＡＥは２つのレベルで「最適化」原則を捨てさった。１つには、ＡＥは制御単位（行政機

関、企業、家計）が何らかの効用関数の最大値を探し求めるということが制御単位の必須の

行動ルールだとはみなさなかった。いま１つには、ある経済システムを評価する際、それが

何らかのグローバルな社会的厚生関数の最適値を達成したかどうかを知ることは不必要だと

１６）動的システムの数理解析では、安定性分析が通常存続可能性を明らかにすることよ

りも前にくる。
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みなされた。ＡＥについての論争過程で懸念をもつ数理経済者達は繰り返し次のような疑問

を提起した。すなわち、もし最適化原則を２つのレベルで共に放棄すれば、経済システム分

析において精密な疑問を設提する可能性は残るといえるのであろうか、と。

本書の研究によってこうした懸念は根拠のないものだということが証明されたと思う。意

思決定者の行動を模型化するとき最適性想定を採らないとしても、また全体的なシステムの

運行を判定するのに最適性規準を導入しないとしても、比較経済体制論的な分析という文脈

において精密に定式化され答えられうる多くの疑問が残されている。

本書収録の諸研究で採用された規準の範囲はもちろん拡張されねばならない。方法論の発

展は規準の枠の拡大、そして多分その内容の変容を惹起するであろう。しかし､それがすべて

を包括し、唯一の救済手段（salvation）を与える単一の規準をもたらすことはありえない。

36．安定性と不安定化

ここで制御の安定性について若干コメントしておきたい。Martosは第３章で数学的制御

理論の既知の安定性規準をサーベイしている。彼は、安定性の厳密な数学的解釈が経済学の

日常的語法におけるよりルーズな「安定性」概念とどのように関連しているのか、というこ

とについても言及している。第３章における概念の説明を別として、本書はどのモデルにつ

いても安定性諸特性を分析している。

安定性問題は標準指標による制御について上で述べたことにわれわれを立帰らせる。実

際、システムの内在的諸特性が、システムをその標準状態に回帰させさえすれば、標準指標

による有効制御について語ることができる。

計画経済における経済政策立案者や経済専門家は、システムが不安定になっても、それは

若干の制約を付加することによって救済しうる、すなわちある大きな偏筒は「禁止」される

べきだと考える傾向がある。AndrasSimonovitsが、ある条件のもとでは、制御変数の許

容域を限定する制約条件を付加することによって、付加しなければ安定的なシステムでさえ

「不安定的（destabilized)」になりうる、ことを認織したのは、重要な前進であった。

問題についての第１次的な簡単な答えばかりでなく、問題を実際に提起することも思考の

糧となる。通常の、そして疑いなく適切なこれまでの接近法は、特定の規準に従って動的シ

ステムの安定性の十分条件を探求することを含んでいた。第１３章では、同じく安定性問題

を取扱っているが、Simonovitsは逆の形の問題、すなわちもとの安定的システムが安定

性を失い不安定的になる十分（ないし必要）条件は何か、ということも間うている。どんな

制約条件がシステムを「撹乱」し、その標準的機能を不可能にするのだろうか。

数理経済学は、状態変量が制約されるばあいシステムがどのような作用を受けるかという
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ことをすでに研究してきた〔たとえば、Samuelson（１９４７）、Ｕｚａｗａ（１９５８）をみよ〕･

数学的制御理論から関連する結果を援用して、第’３章は制御変量への制約を認めるように

分析を拡張している。そこでは、「自由な」（すなわち制御変量に関する制約を伴なわない）

制御と制約条件下の制御との安定制および実行可能性の比較がおこなわれている。

稀少な本源的資源が登場しないのが、本書のすべてのモデルの弱点である。第１３章で用

いられたモデルでさえ稀少資源の利用・発展・配分の動態を明示的に表現していない。しか

し、それでもこのモデルは、経済活動（たとえば生産）が時間的に変化する外部的に与えら

れた制約条件のもとにありうるという点で、稀少資源の取扱いにおいて若干進歩している。
●●●●、

安定性を論じる際には～循環的波動の問題が指摘されるべきである。数学的には、たとえ

ば標準径路の回りを規則的に振動するシステムは、安定的であろう。しかし経済学者はこの

状態をシステムの「不安定性」のすぐれて望ましくない形態だと考える傾向がある。循環的

波動は、その経済的解釈や帰結が根本的に根なるとはいえ、資本主義、社会主義両体制で経

験される。経済理論にとってはなはだ重要なのは、循環的運動の原因を理解することである。

本書はこの特殊な理論問題について多くの進歩をとげることを目的としていないが、それに

もかかわらずいくつかの研究には（たとえば第２章、５章、１３章）循環的現象の満足な説

明のための出発点を与える若干のアイデアがあらわれている。たとえば、実物的プロセスの
●●

循環運動が価格運動に対する生産、ｉ肖費、主として投資の反応に結びついている、すなわち

価格それ自体が超過需要（供給）に反応するとみなすような観点に立つ文献がある〔Br6dy

（１９８０）〕・そのような観点が与えられれば、純粋に「数量的」な適応、すなわち価格信号

を伴なわない適応のばあいには循環は存在しないと期待されよう。しかし、本書の研究が示

しているように、こうした適応は循環を排除するのに全く不十分である。純粋に「数量的」

な非価格制御も自らを循環的連動に導くことがありうるのである。

在庫信号ないし注文信号への反応は各方向へ連続的に「オーバーショット」するかもしれ

ない。何らかの適切な「減衰」が制御システムに内蔵されなければ、過剰反応は何度も繰り

返されるであろう。Dancsと彼の同僚が第５章で示しているように､循環的波動は信号とそ

れに対する反応との間のラグに関連していよう。そしてSimonovitsは、第１３章で､ある条

件のもとでは現象それ自体が実際にシステムを「振動」させる過剰振動を防ぐために導入さ

れるなんらかの制御制約になりうるような現象を指摘している。

37．類似性と同値性

具体的制御メカニズムを識別する基礎となる特性と規準を列挙したから、次に比較の問題

－３４－



に移ることができる。

すでに明らかなように、本書のほとんどすべての章で、われわれはあるモデルを記述し分

析することに安住しないで、それをいくつかの別のモデルと比較することにまでおよんでい

る。われわれは、多様な信号類型によって作動し、多様な制御公式を用いる諸々のシステム

がどの程度まで類似性をもつのか、ないしは相互に異なっているのかを分析している。
●●●

類似性（similarity）はルーズな概念である。２つのシステムは、それらの質的諸特性が一

致するならば、類似性をもつといわれる。たとえば、２つの異なったメカニズムが１つの同

一の実物域を制御するものとする。両システムは共に同じ規準に照らしてみて存続可能で安

定的である。この場合２つのシステムは上記の規準からみて相互に類似性をもち、２つの制

御メカニズムの効果は類似であるといわれよう。本書のモデルの比較について既に述べたこ

ととは別に、本章の最後で本書の全モデルについて類似性と相違を表形式で総括する。

しかし、Martosの研究プロジェクトは以上よりもより厳格な比較をねらったものである。
●●●

すなわち、そこでは異なった制御の間の同値性（eguivalence）が探求されている。(第８章）

採用された同値性の規準は次のとおりである。すなわち、２つのシステムー同じ実物域を
●●●

もち、同一の外部効果を受ける－ｶK定性的のみならず定量的にも同一の出力を産出する､と

いうのがそれである。この厳格な規準をもってしても、異なったメカニズム間に同値性の例
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

をみいた・すことができた。かくして、たとえば、第１段階の自律的かつ非相互通信的在庫信
●●●●●●●●●□●●●ロ●●●●●●●●●●●●●■●●●●●●●●●●●●

号2/ステムは、第３段階の相互作用的価格信号システムないし第４段階の部分的集権価格信
●●●●●●の●●●●

号システムと同値である（第９章）。

ともあれ、「同値性」と「類似性」についての定理によって、『反均衡の経済学』で示し

た研究プログラムの１つの重要な部分を果たすことに、幾分控えめであるにせよ、われわれ

は進歩したのである。数理経済学はこれまで狭義の双対性問題にその関心を限定してきた。

すなわち、最適実物活動と最適価格との間の対称性を研究した。ＡＥは、どのような対応が

特定の実物域カテゴリーと特定の制御域カテゴリーとの間にみいだされうるか、という広義

の双対性問題を提起した。なお依然として完全な答えにはほど遠いが、われわれの知識はよ
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●■

り豊かになっている。特定の実物域カテゴリー（レオンチェフ経済）はより広いクラスの市'１
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●■●●●●●●●●●●●●●●

御域、すなわち多くの明瞭に異なったメカニズムと信号システムとカゴ属する１つのクラスに
●●●●●●●●●●●●●●●

よって制御することが可能であることをわれわれは示せるのである。

38．現実への道

本書のモデルのいくつかを論じる際、何らかのモデルの分析を少しでもはじめるにはいか
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に厳しくてしばしば現実から遊離している仮定を利用する必要があるかを何度も指摘してい

る。実践的精神をもつ経済学者は、多分1つのそのような非現実的仮定をもって、こうした

研究方向が不毛である（もっと乱暴にいうと、これは数学的公式を用いた不用のゲームであ

る）と考えがちである。かかる判断に対抗するのに足る十分に現実に近い単一のモデルを産

み出すことはできない。しかし、本書で示した一連のモデルによって、最も抽象的なモデル
●●●●●●●●●

からさえ、少なくともそれが許容可能な仮定を用いていれば、現実への接近がある、という

ことが確かに示されているものと期待している。

後にくるモデルのそれぞれが先行するモデルのあれやこれやの過度に厳格な限定を除いた

り、ゆるめたりするのであって、先行するモデルに関する議論が有意義であったということ

を回帰的に確証してゆくのである。実際、いくつかの点でより現実的なもっと後のモデルは、

まずより現実的でないモデルを展開することによってえられたのである。こうした経路を通

じて、在庫信号モデルは注文信号モデルと価格信号モデルへ、不変標準在庫指標は標準在庫

一産出丘比率指標へ；ラグを伴なわないモデルは時間的遅れをプロセスに組込んだ．モデルヘｉ

確定的意思決定者は進巡する意思決定者へ、と展開された。そして、最後に、Simonovits

の分析は、無限の資源の世界から資源制約を許容するそれへと下降することが可能だという

ことをある程度正当化するという希望さえ生み出した。どの結果も先行する諸結果と照合さ

れる。これにより、われわれの仮定の理論的基礎が確固たるものであるのかどうかという疑

いが取り除かれ、その仮定が有益な構造をうちたてるのに好都合な基礎を形成していること

が示される。

もちろん、まだまったく動きはじめたばかりのこの道に沿って進み続けることを止めるわ

けにゆかないのは確かである。えられた結果に満足するどころか、じれったくてがまんでき

ない思いIこかられている。本書のモデルについて改善することが可能な、そして改善すべき

多くの点をここで枚挙することはしないし、また除去するのがたいそう望ましい単純化や制

限についてもそうしないでおく。そのかわりに、現在どのような研究が筆者の指導のもとで

進められているか、やや簡単に述べておく。たとえば、なかんづく以下の問題の研究が進め

られつつある。すなわち、（１）不確実な意思決定者をもつ注文信号メカニズム､（1i）慢性的

不足があり行列侍時間が信号として機能する市場、（''１）在庫の規模と適応の摩擦との間の

関係、（１Ｖ）価格信号による経済における循環的波動､（ｖ）従来可能であった以上に一般的

な条件下でのシステムの安定性と「不安定化」との理論、などである。本書の研究によって、

われわれが経済制御の極度に複雑な相互関係を理解し、それを理論的に記述することにより

迫ることができればと願っている。
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０１､，

39．表による概観

結びにあたって、読者が諸モデルを見わたすのを容易にするために、本書の２１個のモデ

ルのうち１９個についてその主要な諸特性を表形式でまとめておく。この表には、ＫＺＳモデ

ル（第１１章）もＳＡモデル際１３章)も含められていない｡KZSモデルはKS-1モデルの確率的バ

リアントに他ならないし、ＳＡモデルはその一般性のゆえに表に登場する規準のほとんどに

ついてそれに応じて格づけすることができないからである。かくして、表で示された１９個の

モデルはすべて、定制御パラメータの線型・確定システムを表現する。

ある特定のモデルの記述を含む諸章の冒頭で、この表に関連する要点が再録されるが、そ

れは諸モデルの「身分証明書」とみなされよう。〔訳者補論参照〕

特 徴 デモ ﾉレ

時間的作動 連続的、ラグなし ＫＭ；ＢＡ－１，３，５，７；ＭＢ

離散的（間欠的）ラグつきＤＨＳ；ＢＡ－２，４，６，８；ＫＳ

実物構造（技術）一定（あるいは漸近的） ＢＡ；ＭＢ；ＫＳ

可変 ＫＭ；ＤＨＳ

外部効果（消費）存在（開放経済） ＫＭ；ＤＨＳ；ＭＢ

不在（閉鎖経済） ＢＡ；ＫＳ

目標信号

（標準指標）

定 ＫＭ；ＤＨＳ；ＭＢ；ＢＡ－１，２，

可変 ＫＳ

なし（インプリシットに一定）ＢＡ－３，４，５，６，７，８

被制御変数 投入物在庫と産出物在庫ＫＭ；ＤＨＳ；ＭＢ；ＫＳ－ｌ

投入物在庫 ＫＳ－２

総在庫 ＢＡ

中間制御信号注文 ＫＳ－２

価格と利潤 ＢＡ－５，６，７，８；ＭＢ－２，３，４，５

なし ＫＭ；ＤＨＳ；ＢＡ－１，２，３，４

ＭＢ－１；ＫＳ－１

行為信号 生産 ＢＡ

生産と購入 ＫＭ；ＤＨＳ；ＭＢ；ＫＳ－１

生産と販売 ＫＳ－２
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制御回路 ＫＳ－２以外のすべて単一ループ

多重ループ ＫＳ－２

自律的、非相互通信的集権度 ＫＭ；ＤＨＳ；ＢＡ－１，２，３，４

ＭＢ－１；ＫＳ－１

自律的、相互通信的 ＭＢ－２；ＫＳ－２

相互作用的 ＢＡ－５，６，７，８；ＭＢ－３１

部分的集権的 ＭＢ－３Ｃ、４，５

安定性 漸近的安定達成可能 ＫＭ－２；ＤＨＳ－２；ＢＡ－３，４，

７，８，ＭＢ；ＫＳ

安定性のみ達成可能 ＫＭ－１；ＢＡ－５

不安定 ＤＨＳ－１；ＢＡ－１，２，６

.存続可能性 達成可能 ＫＭ；ＭＢ；ＫＳ

未検討 ＤＨＳ；ＢＡ

〔訳注：モデルは作成者のイニシャノレと番号で表示される。たとえば、ＢＡ－１はBr6dy，

Andrdsの第１モデルを示す。イニシァルと著書名（ハンガリー語I|頂に姓名順）の対応は

次のとおり。

ＢＡ＝Br6dy，Andras／DHS＝Dancs,Istvan-Hunyadi,LaszIo-SivAk,Jozsef／

ＫＭ＝Kornai,Janos-Martos，Ｂｅｌａ／ＫＳ＝Kornai1Janos-Simonovits,Andr5ls／

ＫＺＳ＝KapitZinyZsuzsa／ＭB＝Martos，Bela／ＳＡ＝Simonovits，And【をis〕

（本章の大部分は、Kornai（ｌ９７６ｂ）による未公刊の研究およびMartosによる1.5.,1.6.,

1.8.節の加筆から成り立っている。第２項は論文Kornai-Simonovits（１９７５a)から採ら

れた。）

〔訳者補論〕

本資料は原書の部分訳であることを考慮し、読者の便宜のために、各章の冒頭に記された

モデルの「身分証明書」を一括して補表１にまとめることによってTabularSurveyを補足

しておきたい。さらに原著者による８個のBr6dy,Andr主（ＢＡ）モデルの分類表（補表２，

３）、５個のMartos,Ｂｅｌａ（ＭＢ）モデルの比較を試みた表（補表４）、２個のKornai-

Simonovits（ＫＳ）モデルを対比した表（補表５）も付加しておく。
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補表１非価格制御モデルの分類

モデル（章）実物域 標準指標 中間的制御信号纂栢度瀞HpH装置の時欄的fi屑動 安定性と存続可能性

標屯任庫信号にもとづく自律的、非＃１瓦通信

的制御の経済は．安定かつ存続可能である。

役人物および産出物のなし

一定の標準任庫指標

ＫＭ－Ｌ－２変パラメータの開放的

（２章）レオンチュフ鋼

ＤＨＳ－１，２変パラメータの開放的

（５章）レオンチェフ型

ＢＡ－ｌ～定パラメータの閉鎖的

－８（６章）レオンチュフ型

自律的、非相互通信タイムラグのない連続型

的

役人物および産出物の

一定の標準任回E指標

一定の標準任庫指標

（前半４モデル）

なし 自律的、非相互通信タイムラグのある珪散型タイムラグを伴う場合でさえ漸近的安定を達

的成しうる。

価格と利潤（後半４

モデル）

前半４モデルは、自

律的、非相互通信的

後半４モデルは、相

互作用的

４つの連続型制御装置、

４つの離散型制御装置、

後者のうち２つはタイ

ムラグが存在

任庫と利潤の変化率による制御は漸近的安定

かまたはそのようにすることが則能である。

在駆と利潤の水準による制御はそうではな０８

利潤の変化率による制御は、より”適切芯,，

雛導を生じさせる。

ＭＢ－Ｌ－２定パラメータの開放的役人物および産出物の価格と付加価値

（７章）レオンチェフ型一定の標準在庫指標ＯＫＢ－２モデルのみ）

自律的．非相互通信タイムラグのない連続型価格信号の導入は、システムを相11通信的に

的または相互通信的するが、安定性および存続可能性の条件をほ

とんど壇化させない。

役人物および産出物の価格と付加価値相互作用的または部タイムラグの鮫い連続型同じ経済は、ＭＢ－１と等価に作動しうる鋲

一定の標準在庫指標分的集権化異なる鰹調的な情報・プィシジョン構造をも

つロ

ＭＢ－３，－４，定パラメータの開放的

－５（９章）レオンチェフ型

時間的に変化する標準

径路でノイマン径路であ

る。生産物単位当りの

役人物と産出物の標準

在庫指標

櫨準的ノイマン径路、

産出物単位当りの役人

物と産出物の標準荘匝

指標

標準的ノイマン挫酪、

産出物単位当りの役人

物の在庫と注文残高

ＫＳ－１定パラメータまたは鰍

（10竃）近的定パラメータの閉

鎖的レオンチェフ型

なし 自律的、非相互通信タイムラグのない離散型経済は任厘信号によって目標とする標砿径路

的に収束可能。

』
①

ＫＺＳ定パラメータの閉鎖し

（11竜）オンチェフ型

なし 自律的、非相互通信タイムラグのない康散型

的

意思決定行動が確率的ならば、標準指標もあ

る水準まで高めることにより存続可能性は攻

善されうる。標準任庫指標のそれ以上の増､Ｕ

は安定性を低める。

耗済は注文信号を通じても存続ﾛJ能に制御さ

れうる。その成長率は在庫信号制御と比べて

より大きい。

制御信号の制約条件は安定性・存続可能性条

件を改善する場合もあるし、損なう場合もあ

る。

ＫＳ－２定パラメータの閉鎖し

（１２章）オンチュフ型

注文と未充足注文自律的、相互通信的タイムラグのある離散型

残高

ＳＡ（１３章）線型で、パラメータは時間的に変化する存在可能

時間的に嚢化標準径路

不確定タイムフグのない離散型

(特殊芯性質：制御装置は変パラメータを有し、制御信若は有界で、制御は非線型である。）
￣

出所：原書Ｐ５７，Ｐ１３ＬＰｌ４９．Ｐ１６３，Ｐ２０ＬＰ２２３，Ｐ２４７，Ｐ２６７，Ｐ２８１より作成。

備考：ＢＡ＝Br5dy,AndrAs／DHS-Dancs,Istvan-HunyadLmszlo-Sivさk,Ｊｏ蚕ef／

KM-Kornai,Janos-Marto角Bela／ＫＳ＝Kornai,janos-SimonovitaAndr§s／

KZS-Kapitany,Zsuzsa／ＭＢ＝Martos,Bele／SA-SimonovitSAndr園ｓ



補表２ＢＡモデルの分類（１）；在庫制御モデル

制御信号 離散的時間

差分方程式

連続的時間

微分方程式

在庫｣水準 ＢＡ－２不安定ＢＡ－１不安定

(例外的に安定）

ＢＡ－４漸近的安定

（収束は加速可能）

在庫変化率 ＢＡ－３漸近的安定

（収束は加速可能）

出所原書Ｐ１５７

補表３ＢＡモデルの分類（２）；利潤制御モデル

制御信号 連続的時間

微分方程式

離散的時間

利潤水準 ＢＡ－５安定 ＢＡ－６不安定

利潤変化率 ＢＡ－７漸近的安定

（収束は加速可能）

適切に誘導可能

ＢＡ－８漸近的安定あるいは

そのように変形可能

出所原書Ｐｌ６０

補表４Ｋｓ－１とＫＳ－２の比較：在庫制御と注文制御

生 産

在庫に対して 注文に対して

購入と販売に関する買い手が供給を監視する

完全情報保有者

売り手が需要を監視する

待機者 在庫商品が販売されるまで

売り手が待機する

注文がみたされるまで

買い手が待機する

生産物の特徴 ｢大量」規格生産物 個性的生産物

市場状態 ｢売り手市場」 ｢買い手市場」

出所原書Ｐ２６９

－４０－



補表５ＭＢモデルの｣}類

=ＬｒＬｒに)ＨⅢ

ＵＥ、圧」

＄し
一

出所原書Ｐ２１９Ｔａｂｌｅ９１

４ ５

非相互通信的

孤立的 集権的

相ＴＩ通信的

部分的集権的

情報 非相万通信的 相互通信的

制御組織 価格局 生産局

価格.局と

生産局

市場 ＋ 十

＋
’

全体的制御

自律的

非相互通信的

自律的

価格通信的

相互作用的 集権的価格形成 集権的生産制御 多 ﾌ[。 的

モデル；ＭＢ－

価格

収益性

価格形成

情報

計算

情報

生産

デシジョン

情報




